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第１章 基本的な考え方 

１ 趣旨 

⑴ 背景と目的 

〇 災害による被害を未然に防止するためには、日ごろの防災対策が不可欠であり、災害に対

する備えの有無が被害の規模を大きく左右する。防災対策の推進にあたっては、総合的な

取り組みが重要であり、高齢者、障がい者、乳幼児その他の特に配慮を必要とする要配慮

者の避難支援対策は大きな課題となっている。 

〇 特に要配慮者のうち、自ら避難することが困難で、その円滑かつ迅速な避難の確保を図る

ため、特に支援を必要とする避難行動要支援者（以下「要支援者」という。）については、

一人ひとりの特徴に応じた具体的な避難支援対策を講じていく必要がある。 

〇 本市では、地震や風水害等の災害に備え、要支援者の避難支援を迅速かつ的確に行うため、

平常時から要支援者に関する情報を把握するとともに、防災情報の伝達手段・伝達体制の

整備、避難誘導等の支援体制を確立することを目的として、「三島市避難行動要支援者計

画」（以下「本計画」という。）を作成する。 

〇 本計画は、平成22年3月に策定した「三島市災害時要援護者避難支援計画」を、平成25年6

月の災害対策基本法の改正を受けて「三島市避難行動要支援者計画」として修正したもの

である。 

⑵ 用語の説明 

要 配 慮 者 高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦、傷病者、外国人等 

要 支 援 者 

上記の要配慮者のうち、自ら避難することが困難で避難支援が必要な次の

者 

① 要介護認定 3～5の者 

② 身体障害者手帳 1～2級の者 

③ 精神障害保健福祉手帳 1～2級の者 

④ 療育手帳Ａ判定の者 

⑤ 難病患者 

⑥ 一人暮し高齢者（80歳以上）又は高齢者（80歳以上）のみの世帯 

⑦ 自治会が支援が必要であると認めた者 

避 難 支 援 者 
避難行動要支援者の安否確認及び避難支援を行うよう努める人・団体(組

等) 

避 難 支 援 等 

関 係 者 

自主防災組織（自治会･町内会）、民生委員･児童委員、消防署・消防団、

警察、社会福祉協議会等 

名 簿 

 避難行動要支援者名簿のことであり、次の 2種類に区分される。 

(Ａ) 平常時から地域に提供する名簿（個人情報提供に同意した者の名簿） 

(Ｂ) 災害時のみ地域で公開できる名簿（個人情報提供に不同意である者の名簿） 

個 別 避 難 

計画 

名簿（Ａ）の掲載者について、災害時に避難支援を行う者人・団体（組等）

や避難誘導方法、避難場所、緊急連絡先等を記載した個人ごとの避難避難

計画 
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⑶ 災害時の活動に対する基本的な考え 

① 避難支援者自身も被災者となることを踏まえ、無理のない活動を考える。 

② 自分と家族の安全と健康を守ることがなにより重要である。 

③ 自主防災組織（自治会・町内会）役員や民生委員･児童委員だけではなく、地域ぐるみ

の活動として取り組む。 

④ 日々の活動の延長に災害時の避難行動要支援者の支援活動があることを意識する。 

⑤ 避難支援等関係者以外に避難行動要支援者名簿の個人情報が漏れることが無いよう守

秘義務に努める。(災害対策基本法 49条の 13) 

⑥ 災害時の避難支援を行う人の行動に対し、批判する又は責任の追及をしない。 

⑷ 『自助・共助・公助』の必要性 

〇 本計画は、災害発生時又は災害が発生するおそれがある時（以下「災害時」という。）の

対策として、「自らの身は自らで守る」という『自助』を基本に、「自らの地域は皆で守る」

という『共助』の考え、行政機関等による被災者支援活動『公助』を併せ、『自助・共助・

公助』の関係と役割を明らかにする。 

〇 要支援者の総合的な支援対策を講ずるため、さらに、要支援者ごとに「個別避難計画」を

作成し、地域における要支援者一人ひとりの支援活動を推進するための指針とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 位置付け 

〇 本計画は、三島市地域防災計画第2章第13節「要配慮者支援計画」に記載されている要支

援者に対する避難支援に関する事項を具体化したものである。 

 

３ 構成 

〇 本計画は、「全体計画」と「個別避難計画」により構成される。 

〇 「全体計画」では、要支援者への情報伝達や避難支援の体制、災害発生時の対応、個別避

難計画の作成方針等の基本的な事項を定める。 

〇 「個別避難計画」は、避難等の際に、特に人的支援を要する要支援者一人ひとりについて、

その状況や避難支援者等を具体的に記載したものである。 

地域の防災力 
 

自らの身は自らで守る 

災害時の減災対策 

 

 

 

 

 

 

 

 自らの地域は皆で守る 

行政機関等による被災者支援活動 

『自助・共助・公助』のイメージ

図 
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『三島市地域防災計画』 

 

 

 

４ 対象となる災害 

〇 本計画は、地震、風水害等全ての災害を対象とする。 

区 分 避難支援が必要となる状況 （目安 ） 

地 震 市内で震度５強以上の地震 

風 水 害 

そ の 他 の 災 害 

市が高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保を発令時 

（避難対象の地区に住む要支援者が対象） 

 

  

『三島市避難行動要支援者計画（全体計画）』 

要支援者の避難支援体制全般に関する体制等 

避難行動要支援者名簿の作成 

『個別避難計画』 要支援者一人ひとりに対する個別の避難計画 

〇〇自治会 △△さん（要介護者） 

〇〇町内会 △△さん（障がい者） 

〇〇自治会 △△さん（高齢者） 

〇〇町内会 △△さん（難病患者） 

「全体計画」と「個別避難計画」のイメージ図 
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第２章 要支援者の推進体制 

１ 推進体制 

⑴ 避難行動要支援者庁内連絡会議 

〇 災害時に要支援者に対する情報伝達や安否確認、一時避難地や避難所における対応等が迅

速かつ的確に実施できるよう福祉担当部局、介護担当部局、（避難行動要支援者対象者関

係部局）、防災担当部局、自治会担当部局、消防署・消防団等関係部局で構成する。 

〇 平常時から情報の共有に努め、本計画等の策定・見直しや地域防災計画における要支援者

への配慮等を踏まえた支援策の検討を行い、要支援者の避難支援対策を推進する。  

⑵ 市要配慮者班 

〇 災害時に市災害対策本部の福祉担当部局に設置し、要配慮者への避難情報の伝達、安否確

認、避難状況の把握、福祉避難所の開設・運営、その他要配慮者に関する支援を行う。 

⑶ 要配慮者支援班、女性班（避難所） 

〇 避難所内に自主防災組織の班長を中心に市現地配備員、福祉関係者、民生委員･児童委員

等と協力して設置する。 

〇 避難所における要配慮者の生活支援するため、要配慮者の避難状況やニーズの把握、要配

慮者用の相談窓口の設置、外国人への対応、女性や乳幼児への対応、福祉避難所への搬送

等を行う。 

※ 『避難所運営基本マニュアル』要配慮者班、女性班参照 

 

 

 

【平常時】 

 

 

【災害時】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

各 避 難 所 

運 営 本 部 

（要配慮者支援班） 

市災害対策本部 

（要配慮者班） 

避難状況の報告 

必要な支援の要請等 

避難状況の把握等 

要配慮者への支援等 

【避難所（小中学校等）】 

避難者 

避難者 
（要配慮者） 

避難者 

避難者 
（要配慮者） 

  

避難者 

 

 

 避難者 

避難行動要支援者 

庁内連絡会議 

 

 

平常時からの情報共有 

要支援者の避難支援対策を検討･推進 

避難情報の伝達 

福
祉
避
難
所 

 

推進体制関係のイメージ図 

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ 要配慮者スペース 
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２ 関係機関等の役割 

⑴ 市の役割 

 平 常 時 災 害 時 

福祉担当部局 ① 避難行動要支援者庁内連絡会

議の設置 

② 避難行動要支援者名簿の作

成・更新 

③ 要支援者情報等を自主防災組

織、民生委員･児童委員及び避

難支援等関係者へ提供 

④ 要支援者へ対して、要支援者

情報の外部提供及び個別避難

計画の作成に関する同意の働

きかけ等 

⑤ 要支援者の避難支援体制につ

いての啓発等 

① 要配慮者班の運営 

② 避難・安否確認の状況把握 

③ 避難所の要配慮者支援班及び

女性班と連携した要支援者支

援 

④ 福祉避難所の開設 

防災担当部局 ① 避難情報等の情報伝達体制の

整備 

② 要支援者の避難支援体制につ

いての啓発等 

③ 要支援者の避難支援方法等の

普及啓発及び避難支援訓練に

関する助言 

④ 避難行動要支援者名簿の共有 

⑤ 要支援者の避難支援体制整備

への協力 

① 避難情報等の発令・伝達 

② 避難所の開設及び備蓄品の提

供 

消防署・消防団  ① 要支援者の安否確認及び救

援・救助 

② 要支援者及び避難支援等関係

者への避難情報等の伝達の協

力 

 

⑵ 地域の役割 

 平 常 時 災 害 時 

自主防災組織 

（自治会・町

内会） 

① 地域での自主防災活動の実施

主体 

② 避難行動要支援者名簿の共有 

③ 要支援者の状況調査への協力 

④ 個別避難計画作成のための同

意について、要支援者への働

きかけ 

⑤ 個別避難計画の作成及び変

更･修正 

① 要支援者の安否確認、自宅か

らの避難誘導等避難支援の実

施 

② 要支援者及び避難支援等関係

者への避難情報等の伝達 

③ 避難所の運営 

④ 在宅避難者への支援 
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⑥ 支援者の避難支援訓練の実施 

民生委員･児

童委員 

① 避難行動要支援者名簿の共有 

② 要支援者の状況調査 

③ 個別避難計画作成のための同

意について、要支援者への働

きかけ 

④ 個別避難計画の作成及び変

更･修正への協力 

⑤ 要支援者の避難支援訓練の実

施への協力 

① 要支援者及び避難支援等関係

者への避難情報等の伝達への

協力 

② 在宅避難者への支援 

 

⑶ 関係機関・団体の役割 

 平 常 時 災 害 時 

社会福祉協議

会 

① 地域福祉の推進 

② 個別避難計画作成のための同

意について、要支援者や関係団

体等への働きかけ 

③ 災害ボランティアの受入態勢

の整備及び訓練の実施 

① 市災害ボランティア本部の設

置、災害ボランティア等の受入

れ及び派遣調整 

社 会 福 祉 施

設、福祉サー

ビス事業者 

① 施設利用者に対する災害時の

対応方法の整備 

② 資機材や福祉車両等を活用し

た避難支援体制の整備 

③ 福祉避難所としての避難支援

体制への協力 

① 要配慮者の受入れ及び相談等

の対応 

県健康福祉セ

ンター 

① 市へ難病患者に関する要支援

者情報の提供 

② 個別避難計画作成のための同

意について、要支援者（難病患

者）への働きかけ 

③ 個別避難計画作成への助言及

び情報提供 

① 難病患者の安否確認への協力 

② 避難所における要支援者の支

援（心のケア・健康管理）に関

する指導・助言 

介護サービス

事業所、地域

包括支援セン

ター 

① 担当の要支援者の見守り 

② 担当の要支援者の災害時対応

方法の確認 

① 担当の要支援者の安否確認、相

談支援 

 

⑷ 要支援者自身の役割 

〇 要支援者の役割としては、日頃からの自助の取り組みが非常に大切である。 

① 隣近所や地域の支援者等との関係づくり 

・地元の自主防災組織の会長などの役員や地域の民生委員･児童委員が誰であるか把握し
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ておくこと。 

・地域のさまざまな組織や団体と日頃から積極的に交流し、災害時の協力が得られやすい

環境を作るよう努めること。 

・市や各地域で実施する防災訓練等には積極的に参加するとともに、その機会を通じて自

主防災組織や近所の人とのコミュニケーションを密にしておくこと。 

① 必要な支援内容の伝達 

・災害発生時に備え、どのような支援を必要とするかを理解してもらうために、個別避難

計画の作成の際にはなるべく詳しく支援の必要な内容を自主防災組織や民生委員･児童

委員の避難支援等関係者に的確に伝えること。 

② 避難経路の確認 

・自宅から避難所等までの経路を家族や避難支援等関係者と実際に歩く等、事前に確認す

ること。 

③ 非常持ち出し品等の準備 

・災害時に備えて、非常持ち出し品等をまとめておき、いつでも携帯できるよう出入口付

近に備えておくこと。 

・特に薬や医療器具等、特別な持ち出し品が必要な場合は、それらについても周囲の人に

情報が伝わるよう表示しておくこと。 

④ 災害に備えた備蓄 

・水は、1人1日3リットルを目安として、最低7日分をペットボトル等の容器に常時用意し

ておくこと。 

・缶詰や保存食、菓子等、電気・ガス・水道等のライフラインが途絶した場合でも摂取可

能な食料を最低7日分以上は備えておくこと。 

・介助犬がいる場合は、ペットフード等、飼養に必要な物資を最低5日分以上は備えておく

こと。 

⑤ 外出時の備え 

・外出時の災害が発生した場合には、周りの環境や状況が普段の生活と大きく変わる可能

性が大きく、より周囲の人の支援や協力が必要となることが想定される。このため、周

囲の人に速やかに支援してほしい内容や自身の所在を伝えられるよう、必要事項を記載

したカードや防犯ブザーなどそれぞれの状態に応じて必要な物を携帯すること。 

⑥ 住宅の安全対策 

・地震に対しては、建物の耐震性の確保が何よりも重要であるため、住宅の耐震診断を受

け、必要に応じて耐震改修や補強を行うこと。（門柱やブロック塀等についても同様） 

・窓ガラスについては、市販の飛散防止フィルム等を貼り付けておくこと 。 

・家具や大型の電気製品は、市販の固定器具等を使用して確実に固定すること。また、固

定できない場合は、倒れても被害を受けないような配置等を考えること。 

・家具や棚の上に物を置かないことや落下防止等の措置をとっておくこと。 
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第３章 要支援者情報の把握・共有 

１ 避難行動要支援者名簿の作成 

〇 市は、要配慮者のうち要支援者の要件を満たす対象者を把握するため、市の各部局から収

集した情報と民生委員･児童委員及び静岡県をはじめとする関係機関から収集した情報を

集約し、災害時に特に避難支援を要する者を掲載した避難行動要支援者名簿（様式1）（以

下「名簿」という。）を作成する。  

⑴ 名簿の目的 

〇 名簿は、以下の目的に限定し使用する。 

① 要支援者の全体把握 

② 災害時の要支援者の安否確認、避難誘導等の避難支援 

③ 平常時及び災害時における要支援者への支援体制の整備 

⑵ 名簿の対象者 

〇 名簿の対象者は、生活の基盤が三島市内の自宅にあり、以下に規定する者のうち、支援を

必要とする者とする。 

① 要介護認定3～5の者 

② 身体障害者手帳1～2級の者 

③ 精神障害保健福祉手帳1～2級の者 

④ 療育手帳Ａ判定の者 

⑤ 難病患者（特定疾患医療受給者） 

⑥ 一人暮らし高齢者(80歳以上)又は高齢者(80歳以上)のみの世帯 

⑦ 自治会が支援が必要であると認めた者 

⑶ 名簿作成等に必要な個人情報及びその入手方法 

〇 要支援者の支援にあたっては、氏名や住所、同居人の有無等の基本情報のほか、身体の状

況等の自力避難が困難な要因について把握する必要があるため、以下に掲げる情報を本人

及び市関係部局等で運用する福祉制度のシステム等から把握するものとする。 

〇 市で把握できない難病患者に係る情報は県健康福祉センターから収集するものとする。 

① 氏名 

② 性別 

③ 生年月日 

④ 住所又は居所 

⑤ 電話番号等 

⑥ 避難支援等を必要とする事由 

⑦ 避難行動要支援者対象区分 

⑧ 緊急時の家族等及び避難支援者の連絡先 

⑨ その他避難支援等の実施に関し、必要と認める事項 
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⑷ 名簿の作成と種類 

〇 市は、名簿の作成にあたって、平常時から名簿情報を避難支援等関係者に提供することに

ついて、あらかじめ対象者に同意の有無を確認し、以下のとおり作成する。 

名簿の種類 名 簿 （Ａ） 名 簿 （Ｂ） 

名簿掲載者 避難支援者等関係者に対する名簿

情報の提供に同意した対象者 

避難支援者等関係者に対する名簿

情報の提供に不同意の対象者 

活 用 方 法 ・災害時の避難支援等 

・個別避難計画の作成 

・平常時の防災訓練や地域の見守り

活動等 

・災害時の避難支援等 

 

２ 名簿の提供と管理 

⑴ 名簿の公開と提供先 

〇 市福祉担当部局は、避難支援体制を整備するため、以下の避難支援等関係者に対して、名

簿を原則年1回提供する。公開先は下記表のとおり。 

公開先 平常時 発災時 

自主防災組織 対象地区の名簿（Ａ） 

全ての名簿 

※要支援者の生命又は身体

を災害から保護するため本

人の同意の有無にかかわら

ず、避難支援等の実施に必

要な場合に公開 

民生委員・児童委員 担当する要支援者の名簿（Ａ） 

富士山南東消防組合・

消防署 

＜要請があった場合＞ 

名簿（Ａ） 

消防団 
＜要請があった場合＞ 

名簿（Ａ） 

警察 
＜要請があった場合＞ 

名簿（Ａ） 

社会福祉協議会 
＜要請があった場合＞ 

名簿（Ａ） 

その他避難支援協力 

団体 

＜要請があった場合＞ 

名簿（Ａ） 

 

⑵ 名簿の管理と更新 

〇 市は、災害時の状況を考慮し、紙媒体と電子データで名簿を管理する。 

〇 紙媒体は、原則年1回の更新とする。 
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〇 電子データは、原則年１回の住民基本台帳情報等の異動情報の更新と民生委員･児童委員

による状況調査や自主防災組織からの報告等に基づく随時登録・更新等を行う。 

〇 名簿の原本は、市福祉担当部局が保管し、副本は名簿提供を受けた者が保管し、要支援者

の避難支援等の目的にのみ利用する。 

⑶ 名簿情報の適正管理 

〇 紙媒体の管理については、施錠できる書庫等で管理する。 

〇 電子データの管理については、パスワード等による厳正な管理を行い、名簿情報の提供は

紙媒体のみによることとする。 

〇 名簿情報の提供を受けた者及び名簿情報を共有する者は、災害対策基本法第49条の13の規

定に基づき守秘義務が課せられる。 

〇 名簿情報の提供を受けた者は、直接避難支援に関わる関係者のみで共有し、名簿は必要以

上に複製しないこととする。 

〇 名簿情報の提供を受けた者は、施錠可能な場所に名簿を保管する等、名簿情報漏えいの

防止に必要な措置を講じ、厳重に管理しなければならない。 

〇 市は、個人情報保護について名簿提供時に説明会その他研修会を開催する等、名簿情報の

適正管理を徹底するための措置を講じるよう努めなければならない。 

災害対策基本法（抜粋） 

（名簿情報の利用及び提供） 

第 49 条の 11 市町村長は、避難支援等の実施に必要な限度で、前条第一項の規定により

作成した避難行動要支援者名簿に記載し、又は記録された情報（以下「名簿情報」とい

う。）を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用する

ことができる。 

2  市町村長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、地域防災計画の

定めるところにより、消防機関、都道府県警察、民生委員法（昭和 23年法律第 198号）

に定める民生委員、社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）第 109条第 1項に規定する市

町村社会福祉協議会、自主防災組織その他の避難支援等の実施に携わる関係者（次項に

おいて「避難支援等関係者」という。）に対し、名簿情報を提供するものとする。ただし、

当該市町村の条例に特別の定めがある場合を除き、名簿情報を提供することについて本

人（当該名簿情報によって識別される特定の個人をいう。次項において同じ。）の同意が

得られない場合は、この限りでない。 

3  市町村長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難行動要支

援者の生命又は身体を災害から保護するために特に必要があると認めるときは、避難支

援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者その他の者に対し、名簿情報を提供する

ことができる 

（秘密保持義務） 

第 49 条の 13 第 49 条の 11 第 2 項若しくは第 3 項の規定により名簿情報の提供を受けた

者（その者が法人である場合にあっては、その役員）若しくはその職員その他の当該名

簿情報を利用して避難支援等の実施に携わる者又はこれらの者であった者は、正当な理

由がなく、当該名簿情報に係る避難行動要支援者に関して知り得た秘密を漏らしてはな

らない。 
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第４章 要支援者の個別避難計画の作成 

１ 個別避難計画の目的 

〇 災害時に要支援者の避難支援を迅速かつ適切に実施するため、要支援者一人ひとりについ

て、誰が安否確認を実施し、どこへ避難させるか等をあらかじめ定めておくため、個別避

難計画を作成する。 

 

２ 個別避難計画の作成 

〇 名簿（Ａ）に掲載している要支援者に対して、自主防災組織が民生委員･児童委員と連携

して個別避難計画（様式2）を作成する。 

〇 個別避難計画は、要支援者本人が必要な支援内容を認識するための手段でもあることから、

自主防災組織は要支援者本人又はその家族等と直接話し合い、各地域における実情を踏ま

え、支援に関する必要事項等を記載して作成するものとする。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

３ 個別避難計画の共有、管理 

○ 個別支援計画は、市及び避難支援等関係者で共有するために原本及び副本を作成

し、下記のとおり保管することとする。 

 原 本 副 本 

個別避難計画の

保管先 
・市福祉担当部局 

・自主防災組織 

・民生委員･児童委員 

・市防災担当部局 

〇 要支援者及び避難支援者は、迅速・的確な避難が実施できるよう、お互いに個別避難計

画の内容について、事前に確認するものとする。 

〇 自主防災組織は、民生委員･児童委員及び避難支援者の協力を得て、少なくとも毎年1

回、個別避難計画の内容について、本人に確認する。 

 

４ 個別避難計画の更新 

〇 民生委員･児童委員による調査や自主防災組織での把握等により内容に変更があった場

合、市福祉担当部局は保管する個別避難計画を修正し、名簿と同様、原則年1回更新・提

供し、現行の個別避難計画と差替えるものとする。 

要支援者 

名簿(Ｂ) 

名簿(Ａ) 
同意者 

不同意者 

個別避難計画 

※ 名簿Ｂ：災害時のみ公開、個別避難計画の作成なし。自主防災組織に対して災害時に提供

する。 

自主防災組織 

民生委員･児童委員 

作成 提供 

名簿と個別避難計画の関係イメージ図 
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５ 名簿・個別避難計画の作成の流れ 

時 期 及 び 内 容  
次項図上の

位 置 付 け 

１月末～２月 ― 

 市は、対象者に個人情報の提供についての同意確認調査ハガキを送付する。 

↓↓↓ 

３ 月 中 旬 ① ～ ② 

市は、要支援者の状況把握調査を民生委員･児童委員に直接依頼する。 

 

↓↓↓ 

３月中旬 ～ ５月末頃 ③ 

民生委員･児童委員が「名簿(A)」に記載されている避難行動要支援者を戸別訪問し、

「名簿(A)」及び「個別避難計画（様式２）」の作成に対する同意を改めて確認するとと

もに、避難支援に係る状況把握調査を行う。 

↓↓↓ 

６月初旬 ～ ８月末頃 ④ 

市は民生委員・児童委員の調査結果をもとに「名簿(A)」及び「個別避難計画(様式２)」

を作成する。 

※ 「名簿(B)」も市が別に作成する。 

↓↓↓ 

９月下旬  ⑤ 

自主防災組織及び民生委員･児童委員に「名簿(A)」及び「個別避難計画(様式２)」

を提供する。 

※ 並行して作成する「名簿(B)」は、自主防災組織(自治会)に対して災害時に提供す

る。 

↓↓↓ 

９月下旬以降 １ ～ ５ 

「名簿(A)」及び「個別避難計画」をもとに自主防災組織(自治会)が避難行動要支援

者を戸別訪問し（※）、避難支援者・避難方法等を決定する。 

※ 戸別訪問には、民生委員･児童委員は率先して連携・協力する。 

自主防災組織は、決定した避難支援者や避難支援に係る必要事項を 

「個別避難計画」に記載し、自主防災組織及び要支援者用を作成する。 

自主防災組織は、完成した「個別避難計画」の写し三島市に提供する。 

↓↓↓ 

市は、提供された「個別避難計画」を保管するとともに、民生委員に情

報提供する。 
６ ～ ８ 
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【平常時】 

 

【災害時（市内震度５強以上】 

 

避
難
行
動
要
支
援
者
名
簿
（
様
式
１
） 

個
別
避
難
計
画
（
様
式
２
） 

三 島 市 
民 生 委 員

・児童委員 

避難行動 
要支援者 

自主防災組織 

（自治会） 避難支援者 

①要支援者の 

調査を民生 

委員に依頼 

②要支援者の 

把握調査 

③名簿掲載及 

 び個人情報 

 提供に 

同意する 

 ⇒同意者 

同意しない 

 ⇒不同意者 

④同意者の名 

簿(Ａ)の作 

成・保管・ 

地域へ提供 

※名簿(Ｂ)も 

作成する。 

⑤名簿(Ａ）の受領・共有・保管 

個人情報の適正管理（守秘義務あり） 

※自主防災組織(自治会)は、名簿(Ｂ)を 

必要に応じて要請又は災害時に受領する。 

１名簿(Ａ)の 

個別避難計

画作成依頼 

２要支援者の 

状況把握・個

別避難計画の

掲載事項の確

認 

※避難支援者 

 の特定 

３個別避難計

画作成の協

力 

（個別訪問に同行） 

５個別避難計

画の作成 

４個別避難

計画の掲載事

項の確認 

・避難支援者 

・避難場所 

・避難方法等 

・避難支援協力の確認 

・地域における防災訓練の実施 

８個別避難計

画の集約 
６個別避難計画の集約、関係者への提供・共有 

※個人情報の適正管理（守秘義務あり） 

７個別避難計 

画を共有 

依頼 戸別訪問 

同意の有無 報告 

戸別訪問 

名簿と個別支援計画の流れに関するイメージ図 

三 島 市 
自主防災組織 

（自治会） 
民 生 委 員

・児童委員 
避難支援者 

避難行動 
要支援者 

・災害情報伝達 

・福祉避難所開設 

・避難支援協力要請 

○名簿(Ａ)・個別避難計画[及び名簿Ｂ(提供を受けた

自治会のみ)]による避難支援・安否確認 

※名簿の公開については、個人情報保護法の適用除外 

避難支援の 

要請 

救出・救助活動・救護活動 

※自主防災組織(自治会)は避難支援者とともに消防団等と協力して実施 

※民生委員は避難所にて要支援者の安否確認及び避難所運営支援 

個
別
避
難
計
画 

避
難
行
動
要
支
援
者
名
簿 
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区 分 
市福祉担当 

部 局 

自主防災 

組 織 

民生委員・

児童委員 
避 難 支 援 者 要 支 援 者 

消 防 署 そ の 他 

避難支援等関係者 

名 簿 
作 成 ◎  ○    

共 有 ○ ○ ○ 必要に応じて × 必要に応じて 

個別避難計画 
作 成 ○ ◎ ○ ○ 〇  

共 有 ○ ○ ○ 必要に応じて 〇 必要に応じて 

※ ◎ … 実施主体  ○ … 連携･協力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難行動要支援者名簿と個別避難計画の作成・共有表 
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第５章 災害時の安否確認・避難誘導体制の整備 

１ 避難支援の実施体制 

⑴ 市における避難支援体制 

〇 市は、要支援者の避難支援のため、災害時の業務実施体制や職員配置等の体制を整備

する。 

① 災害時に、自主防災組織の要配慮者班を中心に、防災情報等に基づき、早い段階で

要支援者に対する避難支援体制を整える。 

② 避難準備情報が発令される等避難が必要な段階においては、要支援者が避難支援を

受けられない状況や避難支援者が避難支援を行えない状況等に備え、避難支援要請

等に対応する。 

⑵ 地域における避難支援体制 

〇 自主防災組織、民生委員･児童委員、消防団等は、防災だけでなく、声かけ・見守り活

動や犯罪抑止活動等、地域における各種活動を通じて人と人とのつながりを深めると

ともに、要支援者が自ら地域にとけ込んでいくことができる環境づくりにより、地域ぐ

るみの避難支援体制の整備に努めるものとする。 

① 避難支援者は、災害時に個別避難計画に基づく避難支援を実施するが、避難支援が

実施できないときは、自主防災組織へ協力を要請する。 

② 要支援者の居住家屋が倒壊している等、避難支援者が対応できない場合は、避難支

援者又は自主防災組織は、市災害対策本部へ連絡し、救出・救助や応援を要請する。 

⑶ 社会福祉施設等の避難支援体制の整備 

〇 福祉避難所に指定されている施設については、速やかな福祉避難所の開設に協力する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害時の対応（避難支援体制） 

要 支 援 者 

三 島 市 

自主防災組織、 

民生委員･児童委員、 

避難支援等関係者、 

関係機関等 

 

③ 避難支援 

を依頼 

④ 避難状況の情報提

供、必要な支援の要請 

① 災害情報の伝達 

② 名簿、個別避難計

画による安否確

認、避難支援 
③ 避難支援 

を依頼 

災害時の避難支援体制の関係図 
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２ 安否確認情報の収集体制 

名簿掲載者の安否情報の収集 

〇 避難支援者は、名簿掲載者の安否確認を行い、自主防災組織に報告する。 

〇 民生委員･児童委員は、要支援者の安否情報を収集する。 

○ 要支援者のうち、避難所に収容した者及び自宅半壊等の在宅避難者に係る避難情報

は、自主防災組織を通じて避難所（要配慮者支援班）に報告し、必要な支援を要請す

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６章 情報伝達体制の整備 

１ 要支援者への情報伝達 

〇 市は、次に掲げる様々な手段を確保し、要支援者へ避難情報等の防災情報を提供する

よう努める。 

〇 発令された避難情報等が要支援者を含めた住民全員に確実に届くよう、電話連絡、直

接の訪問等双方向を基本とする地域ぐるみの情報伝達体制の整備を推進する。 

⑴ 情報伝達手段 

① 同時通報用無線 

② 防災ラジオ 

③ ファクシミリ 

④ 市民メール（みしまるホッとメール） 

⑤ 緊急速報メール（エリアメール） 

⑥ ＳＮＳ（フェイスブック、ツイッター等） 

⑦ 放送事業者への情報提供 

⑧ ケーブルテレビ、コミュニティＦＭへの情報提供 

⑨ 広報車・消防団等による広報 

⑩ 災害情報配信サービス（※）（視覚・聴覚障がい者のみ） 

在 宅 避 難 者 

（自宅半壊等） 

避 難 者 自

主

防

災

組

織 

安否確認 

報 告 

 避 難 所   必要な 

支援の把握 

児

童

委

員 

民
生
委
員
・ 

避
難
支
援
者 

報 告 

市

要

配

慮

者

班 

スクリーニ 

ングの要請 
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【携帯電話メール機能による災害情報配信サービス】 

大規模災害時における視覚・聴覚障がい者への円滑な情報提供のため、静岡県が㈱レ

スキューナウと災害情報の伝達に関する協定を結び、これに基づき、県等から同社へ提

供した災害情報が登録者の携帯電話へメール機能により配信されるサービスで、視覚・

聴覚障がい者の登録料、使用料は無料である。平成 14 年 6 月から聴覚障がい者を対象

に実施し、平成 15年 12月から視覚障がい者にも対象を拡大した。 

⑵ 避難支援者への情報伝達 

〇 市は、様々な情報伝達手段や地域ぐるみの情報伝達体制を使って地域住民に情報を伝達

することにより、避難支援者へ避難情報等の防災情報を伝達する。 

 

２ 避難情報の種類 

〇 市は、大規模な地震災害等の災害時に、迅速かつ安全に要支援者等の避難又は避難誘導

を促すために、避難情報を発表・発令し、避難支援等に向け、関係機関はもとより市民に

広く周知する。 

 

○ 立ち退き避難が必要な区域の住民等に求める行動（三島市水防計画抜粋） 

区分 発令時の状況 住民に求める行動 

高齢者等避難 

【警戒レベル３】 

人的被害の発生する可

能性が考えられる状況 

・高齢者等は危険な場所から避難する 

・上記以外の者は、必要に応じ、出勤等の

外出を控えるなど普段の行動を見合わせ始

めたり、避難の準備をしたり、自主的に避

難をする。 

避難指示 

【警戒レベル４】 

人的被害の発生する可

能性が高まった状況 

危険な場所から全員避難 

緊急安全確保 

【警戒レベル５】 

災害発生又は切迫して

いる状況 

いまだ避難をしていない対象住民は直ちに

適切な避難行動に移るとともに、立ち退き

避難することがかえって危険な場合は屋内

安全確保をする。 
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３ 要支援者の避難支援方法等の普及 

〇 市は、自主防災組織、自治会･町内会、民生委員･児童委員、社会福祉協議会、地域住

民、福祉サービス提供者、障がい者団体等の福祉関係者に対し、要支援者情報の収集・共

有や本計画の必要性、管理方法、要支援者の状況に配慮した避難支援方法等について、説

明会や研修会、広報紙、ホームページ等を通じて普及を図る。 
 

 

 

三 島 市 災 害 対 策 本 部 

                         

   一 斉 伝 達  直 接 伝 達  放 送  個 別 伝 達 

   ・同時通報用無線  ・自主防災組織 

・広報車、消防団 

 ・テレビ、ラジオ 

・ケーブルテレビ 

・コミュニティ 

ＦＭ 

 ・電話、ＦＡＸ 

・みしまるホッと 

メール 

・緊急速報メール 

・ＳＮＳ（ツイッター、 

フェイスブック等） 

・無線機 

                      

   自主防災組織（自治会・町内会）や民生委員･児童委員 

等による地域ぐるみの情報伝達 

 

           

                           

要 支 援 者 

                             

   避難支援に関する問い合せ      
個 々 の 状 況 に 応 じ た 

理 解 し や す い 情 報 伝 達 

                             

     

市福祉担当部局・市要配慮者班 

   
        
        

        

                             

三島市自立支援協議会 

災害対策ネットワーク部会

(仮) 

  
・ＤＭＡＴ 

・ＤＣＡＴ 
  

・社会福祉協議会 
・福祉ボランティア 
（団体・個人） 

・介護保険事業所 
・地域包括支援センター 

 

要支援者への避難支援の情報伝達イメージ 
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第７章 避難所等における支援体制 

１ 避難所における支援対策 

⑴ 平常時の避難支援対策 

〇 大規模災害が発生した場合は、要配慮者を含む多数の被災者が避難所で生活を送ること

が想定されるため、市は地域防災計画で指定する避難所について、要配慮者の利用に配慮

し、バリアフリー化や身体障がい者用トイレへの改良・新設等、施設の整備改善を行う。 

〇 バリアフリー化されていない施設については、スロープ等の段差解消設備、障がい者用

トイレ等を速やかに仮設するものとする。 

⑵ 要配慮者支援班及び女性班の設置 

○ 各避難所に要配慮者支援の担当者を明確にするため、要配慮者支援班及び女性班を設置

する。 

〇 要配慮者支援班は、要配慮者の避難状況を把握するとともに、要配慮者の要望を把握す

るため、要配慮者用相談窓口を設置する。 

○ 女性班は、女性への配慮事項の状況把握、子ども達等への支援を行うとともに女性・乳

幼児用相談窓口を設けるものとする。 

⑶ 避難生活への配慮避難 

○ 避難支援等関係者は、要支援者が避難所において、適切な生活支援を受けることができ

るよう、名簿又は個別避難計画に係る情報の要配慮者支援班への引き継ぎに努める。 

〇 避難生活が長期化する場合は、高齢者、障がい者、乳幼児等の心身の健康管理及び生活

リズムを取り戻す取組みが重要となるため、市は、保健師等による健康相談、二次的健康

被害（エコノミークラス症候群、生活不活性発病等）の予防、こころのケア等の関係職員

による相談等の必要な生活支援を必要に応じて実施する。 

〇 要配慮者の状況に応じて避難所から福祉避難所への搬送、社会福祉施設への緊急入所、

病院への入院等の手続きを行うものとする。 

〇 要配慮者に応じた食料や生活物資等の救援物資の確保及び配布、要配慮者のための福祉

避難スペースの確保、確実な情報伝達等に努めるものとする。 

〇 被災した要配慮者の中には、他人との共同生活が難しい等の理由から、避難所外の自家

用車や自宅敷地内で避難生活を送る人がいることも考えられる。市は、こうした避難生活

を送る要配慮者の所在や現状を把握し、必要な情報提供を行いながらニーズの把握を行う

とともに、必要な対策や支援を行う。 

 

２ 福祉避難所 

⑴ 福祉避難所の確保 

〇 市は、通常の避難所における避難生活が困難な要配慮者のための避難所として、施設自体

の安全性が確保され、バリアフリー化されている等、要配慮者の利用に適しており、かつ、

生活相談員等の確保が比較的容易である市内の社会福祉施設等と協定を締結し、福祉避難
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所を確保する。 

⑵ 福祉避難所の対象者 

〇 福祉避難所の対象者は、要配慮者のうち、避難所では生活に支障をきたすため特別の配慮

を必要とする者とする。 

・高齢者 

・乳幼児 

・その他避難所での生活が困難である者 

 （妊産婦・傷病者・内部障がい者・難病疾患者・医療的ケアを必要とする者等） 

⑶ 福祉避難所の指定と利用 

〇 市は、福祉避難所として協力が得られた施設との間で、災害時における福祉避難所の設

置運営に関する協定をあらかじめ締結し、受け入れ時の要件、受入可能人数、費用負担等

について明らかにしておくことにより、円滑な福祉避難所の開設、受入、運用等を図る。 

〇 市は、指定した施設に福祉避難所を開設する場合、あらかじめ当該施設管理者と十分な

連絡調整を図り、受入可能状況を把握し、本来の機能や入所者・利用者への処遇に支障を

きたさないよう十分配慮するものとする。 

○ 福祉避難所の利用は、指定避難所から市要配慮者班への要配慮者避難の連絡を受けて、

市より調査員を派遣し、福祉避難所へ移送する対象者及び優先順位を特定するためのスク

リーニングを行う。 

  各対象者の担当課において、福祉避難所移送の要否及び優先順位を確定し、開設可能な

福祉避難所への受け入れを依頼する。 

   受入れ可能な福祉避難所が確定後、市要配慮者班の担当課より、自主防災組織へ移送の

依頼を行い、対象者は同行家族とともに福祉避難所を利用する。 

〇 福祉避難所は、主に緊急避難的な場所の提供を目的とするものであり、通常当該施設か

ら提供されるサービスの水準を期待するものではないため、特別のサービスを必要とする

場合は緊急入所、ショートステイ等を活用する。 

⑷ 福祉避難所の開設基準 

○ 市内に震度5強以上の地震が発生し、市内の避難所に要配慮者の避難してきたときに順次

開設する。 

○ 市内において風水害災害時に長期にわたり指定避難所が開設され、要配慮者の避難者が

発生したときに順次開設する。 

 

※ 福祉避難所の開設については『三島市福祉避難所設置･運営マニュアル』を参照 

 

附 則 

 附 則      平成２７年３月２０日 策定 

          平成２８年２月 ９日 改訂 

          令和 ５年３月１４日 改訂 
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《様式１》                   自主防災会･ 

自治会・町内会 
      

 年   月   日作成 

 三島市避難行動要支援者名簿  
 

      

番

号 
氏 名 ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ 

性

別 
生年月日 

年

齢 
住所又は居所 

電話番号

等 

組・班
等 

 避 難 支 援 等 を 
必 要 と す る 事 由 

個別避

難計画 

安 否

確 認 
備 考 要

介
護 

障
が
い 

難

病 

高
齢
独
居 

高
齢
世
帯 

そ
の
他 

1  三島 太郎 ﾐｼﾏ ﾀﾛｳ 男 昭和○年○月○日 80  北田町 4 番 47 号 983-0000  2 組    
 

☑  ☑   新規 

2  三島 花子 ﾐｼﾏ ﾊﾅｺ 女 昭和○年○月○日 82 北田町 4 番 47 号 983-0000  2 組    
 

☑  ☑    

3  大社 桜 ﾀｲｼｬ ｻｸﾗ 女 平成○年○月○日 45 北田町 99 番 99 号 000-9999 3 組  ☑  
   ☑    

4  湧水 清 ﾕｳｽｲ ｷﾖｼ 男 昭和○年○月○日 78 北田町 0 番 0 号 000-1234 8 組 ☑ ☑  
   ☑    

5                   
       

6                   
       

7                   
       

8                   
       

9                   
       

10                   
       

※ 「個別避難計画」「安否確認」欄には、下記に該当する場合に“○”を記入       

  ・個別避難計画 ： 個別避難計画が作成済み        

  ・安 否 確 認  ： 災害時において安否を確認済み        
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《様式２》        個 別 避 難 計 画 
この個別避難計画は、避難行動要支援者が避難支援等関係者への情報提供に同意することにより、災害時における安否確認

や避難行動の支援等を受けるために作成するものですが、同意によって、災害時の避難支援等が必ずなされることを保証する

ものではなく、また、避難支援を実施する者は法的な責任や義務を負うものではありません。 

三島市長 あて 

 私は、上記の内容を理解し、また、三島市避難行動要支援者計画の趣旨に賛同し、下記の情報について、三島市が自主防災

組織(自治会･町内会)、民生委員･児童委員及び避難支援者に提供することに同意します。 

                 令和   年  月  日    氏名           
 

【※代理の方が記載する場合】代筆者氏名          （本人との関係）       

作
成
者 

自主防災組織 

(自治会･町内会) 
○○自治会 

組･班
等 

2 組 民 生 委 員 三島 桜 

避 

難 

行 

動 

要 

支 

援 

者 

フ リ ガ ナ 

氏 名 

ﾐｼﾏ ﾀﾛｳ 

三島 太郎 
性別 男 作成年月日 令和４年４月１日 

三 

島 

市 

・ 

民 

生 

委 

員 

住所(居所) 三島市北田町 4 番 47 号 
自 宅 電 話 983-0000 

携 帯 電 話 000-9999-9999 

生 年 月 日    ○年○月○日（80 歳） F A X  

避 難 行 動 

要 支 援 者 

対 象 区 分 

介護認定者（□要介護 3・□要介護 4・□要介護 5） 

身体障害者手帳所持者（□1 級・□2 級＜                ＞） 

□療育手帳 A 所持者   精神障害者保健福祉手帳所持者（□1 級・□2 級） 

□難病患者   高齢者（□一人暮らし(80 歳以上)・☑高齢者(80 歳以上)のみ世帯） 

□その他（                                ） 

病 名 

筋萎縮性
側索硬化
症 

かかりつけ 

医 療 機 関 
せせらぎ病院 電 話 番 号 055-999-9999 

デイサービス 

等利用状況 

利用施設
等 

みしまデイ 

利
用 

状
況 

曜日 月 火 水 木 金 土 日 

午前 ○ ○   ○ ○  

午後  ○  ○ ○   

本人状況・ 

家族構成等 
妻と２人暮らし、息子夫婦が○○で暮らしており、時折様子を見に来ている。 

災害時に配慮 

しなければ 

ならない事項 

☑立つことや歩行がむずかしい   □言葉や文字の理解がむずかしい 

□物が見えない(見えにくい)    ☑音が聞こえない(聞き取りにくい) 

□状況(危険)の判断がむずかしい  □顔を見ても知人や家族とわからない 

避難する時に誰かに介助して欲しい(☑支えが必要・□杖・□歩行器・□車イス) 

緊急時の家族等の連絡先 

 氏  名 住  所 電話番号 本人と関係 

1 三島 次郎 三島市北田町○番○号 000-9999 子 

2 三島 桜子 三島市北田町○番○号 000-9999 子の妻 

自
治
会(

自
主
防
災
組
織) 

避
難
支
援
者 

 氏名(団体名) 住  所 電話番号 本人との関係 

1 ○班 組長    

2 三島 太郎 三島市北田町○番○号 555-5555 隣家 

3     

4     

一 時 避 難 地 ○○公園 避 難 所 ○○小学校 

特 記 事 項  

自治会・町内会記入欄 
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【 避難行動支援 Ｑ＆Ａ 】                      【参考資料】 

Ｑ１ 避難行動要支援者名簿とは何か？ 

避難行動要支援者名簿とは、平成 25年 6月の災害対策基本法の改正により、市町村に作成が義

務付けられたもので、高齢であったり障がい等のために災害時に自力での避難が難しく、避難に

特に支援を必要とする方で、家族等による必要な支援を受けることができない方々(施設等に長期

に入所している方は対象になりません。)を掲載するものです。 

この名簿を各地域の自主防災組織(自治会)や民生委員、消防署や警察等の避難支援等関係者に

情報提供することで、いざという時に円滑かつ迅速な避難支援や安否確認を行っていくことを目

的としています。 

 

Ｑ２ 避難行動要支援者の個人情報の守秘義務はどうなるのか？ 

避難行動要支援者名簿は、避難支援に係る自身の個人情報を、自主防災組織(自治会)や民生委

員等の避難支援等関係者に提供することに同意した人の名簿(Ａ)と、個人情報の外部提供に不同

意である人の名簿(Ｂ)の２種類を作成します。 

名簿(Ａ)については、平常時から自主防災組織(自治会)や民生委員等で情報を共有するものと

なりますが、その範囲は避難支援に直接携わる方々のみで共有するもので、避難支援の応援を目

的とした場合でも、緊急時を除き、知り得た情報を他者に提供することはできません。 

名簿(Ｂ)については、平常時は公開不可であり、災害時のみ個人情報保護の適用外となります

ので、平常時は施錠可能な場所で保管し、災害時に名簿情報を確認することになります。 

 

Ｑ３ 個別避難計画とは何か？ 

個別避難計画とは、名簿(Ａ)に掲載された方について、地域の自主防災組織(自治会)が中心と

なって、具体的な避難支援方法について本人又はその家族と話し合い、あらかじめ個人ごとの避

難計画書として作成するものです。 

また、作成にあたっては、避難行動要支援者を戸別訪問していただくことになりますが、民生委

員が自主防災組織(自治会)と本人又はその家族の橋渡しを行うことで、円滑に個別避難計画を作

成することができると考えておりますので、戸別訪問におきましても自主防災組織(自治会)と民

生委員の連携・協力が重要であると考えます。 

なお、この個別避難計画は作成後、本人、避難支援等関係者、市において共有するものになりま

す。 

 

Ｑ４ 個別避難計画にある避難支援者は、個人を特定する必要があるか？ 

避難支援者は、個人だけでなく組や班等の地域単位での支援体制とすることでも構いませんの

で、可能な範囲で避難支援者を特定していただきたいと考えます。 

 

Ｑ５ 避難行動要支援者名簿はいつ提供されるのか？ 

避難行動要支援者名簿は、9月下旬以降に避難支援等関係者に配付する予定です。 

 

Ｑ６ 避難行動要支援者名簿に掲載されたら、災害時に必ず助けてもらえるのか？ 

   避難行動要支援者名簿は、避難支援等関係者に提供されることで、災害発生時に避難支援や安
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否確認を受けられる可能性が高まります。しかし、その活動を担う自主防災組織(自治会)や地域

の協力者の方々自身も被災者となり、自身と家族の安全確保が前提での活動のため、災害時の避

難支援等が必ずされることが保証されるものではありません。 

また、避難支援等を行うことに法的な責任や義務は負いません。 

 

Ｑ７ 避難支援とは、どのようなことを行うのか？ 

基本的には、災害時における情報伝達や声かけ(所在確認や安否確認)、避難場所までの避難誘

導です。 

災害が発生した場合、避難行動要支援者の自宅を訪問し、災害情報を伝えるとともに所在確認・

安否確認を行います。その後、地域の皆さんで助け合いながら避難誘導をしていただくことにな

ります。 

 

Ｑ８ 自治会未加入者への対応はどうすればよいか 

民生委員は、自治会の加入・未加入にかかわらず、日常支援を必要としている方々への個別支援

活動等を実施しているため、地域を担当している民生委員を通じて、自治会等に協力をお願いし

ていくかたちとなります。 

また、こうした災害に向けた取り組みを通じて、自治会活動やご近所の大切さを伝えていくこ

とで、自治会への加入につなげていきたいと考えます。 

 

Ｑ９ 避難支援や安否確認は、どの程度の災害から実施すればよいか？ 

各自主防災組織（自治会）の判断にゆだねますが、地震の場合は、市内で震度５強以上の地震が

発生したときとなります。 

風水害、その他の災害の場合は、市が高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保を発令したときと

なります。 

 

Ｑ10 避難支援等を実施するにあたって、避難行動要支援者や避難支援等関係者が負傷等した場合に

対する補償制度はあるか。 

名簿情報の提供を受けた避難支援等関係者（公務災害補償等の対象者を除く。）が、災害時に避

難支援等を実施するため緊急の必要があると認められるときに避難支援等に従事したことにより、

死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障がいの状態になった場合は、災害対策基本法第 65

条第 1項及び第 84条第 1項に基づく三島市消防団員等公務災害補償条例により損害補償の対象と

なります。 

一方で、避難行動要支援者は、損害補償の対象とはなりません。 

 

Ｑ11 避難支援等の体制づくりにあたって自主防災組織(自治会)等への財政的な支援はあるか？ 

大規模地震その他の災害に備え、地域における自主防災組織等の活動を支援するため、防災資

機材等を購入する自主防災組織、連合組織及び福祉避難所の所有者に対し、予算の範囲内におい

て、自主防災組織等の防災活動事業費補助金による補助制度があります。避難支援活動以外の活

動も補助の対象となります。 


